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1 Le petit parisien, 7 mars 1935, cité dans P. Claudel, Journal II (Gallimard, 1969), p. 82.  3 月 7 日はブリ
アンの命日である。 
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7 Bourgeois, op. cit., pp. 66-74. 
8 F.P. Walters, A History of the League of Nations. (Oxford UP, 1960), pp. 61-63. なお、ブルジョワの思
想および経歴につき、see Koskemmiemi, op. cit., pp. 284-294. 
9 Jackson, op. cit., pp. 448-449. 
4 船尾　章子
1.2 左派連合政権の国際主義的連盟強化構想 

















外相とギリシアのポリティス（Nicolas Politis）12 代表を中心とする 2 つの委員会
により具体的文書案を起草し、総会の第 1、第 3 委員会がそれらの集中的な審









                                                     
10 Arbitration, Security and Reduction of Armaments: Extracts from the Debates of the Fifth Assembly 
including Those of the First and Third Committees, LN doc. C. 708. 1924. IX, pp. 19-22. 本資料はジュネ
ーヴ議定書採択までの各種審議を集成したもの。 
11 See A. Zimmern, The League of Nations and the Rule of Law 1918-1935 (Macmillan, 1936), pp. 324-345. 
12 社会連帯主義に近しい国際法学者。その思想につき、see Koskemmiemi, op. cit., pp. 305-309.  
13 Protocol for the Pacific Settlement of International Disputes, The American Journal of International Law 
(AJIL), Vol. 19-1, Supplement (1925), pp. 9-17. 
5戦間期における多国間主義にもとづく平和と安全の探求
付託は紛争当事国の義務とされ、その裁定には拘束力がある。判決や裁定を無





























                                                     
14 杉村陽太郎｢壽府平和議定書と『ロカルノ協定』｣、『國際法外交雑誌』第 25 巻 9 号（1926 年）、
839 頁。 
15 LN doc. C. 708. 1924. IX, supra note 10, p. 322. See also Walters, op. cit., pp. 268-276. 
16 Ibid., p. 20. 
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23 Zimmern, op. cit., p. 309. 
24 Jackson, op. cit., p, 491. 













れた。この契機となったのが 1925 年秋のギリシア・ブルガリア紛争であった。 
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29 Minutes of the 36th Session of the Council, LNOJ (1925), p. 1716. 
30 国際連盟規約における保証について、拙稿｢多国間主義に基づく領土保全の保証｣、『外国学研



















そこで、連盟総会閉会後の 10 月 5 日、スイスの保養地ロカルノで英仏独伊・ベ
ルギー・チェコ・ポーランドの首相・外相が直接折衝に臨んだ。その所産が、
10 月 16 日に採択された、ロカルノ条約と総称される、相互に不可分な 5 つの
条約32である。 




または戦争をしないと約す（第 2 条)。独仏・ベルギー3 国は、あらゆる紛争につ
きジュネーヴ議定書の線で平和的処理手続を受諾する（第 3 条)。3 国のいずれか
による第 2 条違反もしくはラインラントの非武装の侵害またはその虞がある場
合は、連盟理事会に付託され、違反・侵害が認定されれば、英伊を含め各締約
                                                     
31 Walters, op. cit., p. 286. 
32 ロカルノ条約成立までの経緯は以下を参照。濱口學｢ロカルノ体制成立の端緒｣『国学院大学紀
要』第18巻（1980年）、92-135頁、植田隆子『地域的安全保障の史的研究』（山川出版社、1989年）、
53-61 頁、E. H. Carr, International Relations between the Two World Wars, (MacMillan, 1967), pp. 93-96． 
33 Treaty of Mutual Guarantee, done at Locarno October 16, 1925, League of Nations, Treaty Series (LNTS) 

































れたのであって、これは第 1 歩なのである。緊急理事会で彼はそう語った37。 
                                                     
34 Collective Note to Germany regarding Article 16 of the Covenant of the League of Nations, ibid., pp. 
299-301. 
35 Arbitration Convention between Germany and Belgium, etc.., ibid., no. 1293-1296, pp. 303-351. 
36 Treaty of Mutual Guarantee between France and Poland, ibid., no. 1297, pp. 355-357. 
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43 Ibid., p. 326, Jackson, op. cit., p. 500. 
12 船尾　章子
チェンバレン外相はこれを｢戦争の時代と平和の時代とを区切るまことの分














に英米を確りと結び付けることがあった。米国の第 1 次世界大戦参戦 10 周年の






 米国政府はしばらく沈黙を守ったが、6 月 2 日に漸く、駐仏米大使に外交的








                                                     
44 Carr, supra note 32., p. 97. 
45 See Nobel Foundation, All Nobel Peace Prize, http://www.nobelprize.org/nobel_prizes/peace/laureates/ 
46 Walters, op. cit., pp. 337-341. 





























                                                     
48 R. Mertz, "Alexis Léger, de Philippe Bertholot à Aristide Briand", dans J. Bariéty et al. eds., Aristide 
Briand , la Société des Nations et l’Europe 1919-1932  (Presses universitaires de Strasbourg, 2007), p. 431, 
Carr, supra note 32., p. 118. 
49 R. Lesaffer, ”Kellogg-Briand Pact (1928)”, in EPIL, para 6. 
50 General Treaty for Renunciation of War as an Instrument of National Policy, LNTS Vol. XCIV, no.2137, 
pp. 57-64. 
51 Carr, supra note 32, p. 118. 条約起草過程は、大沼保昭『戦争責任論序説』（東大出版会、1975
年）、70-91 頁を参照。 
52 “Biographie”, dans Saint-John Perse, Oeuvres complètes (Gallimard, 172) , p. XX. なお、Saint-John 
Perse は詩人でもあったレジェの筆名である。 










続いて次の 4 項目を提案し、各政府に諮問する。提案の第 1 は、連合体の目
的・原則を規定する一般条約を作成することである。第 2 は、連合体の機構と
して、全参加国が構成する主要機関、限られた国々による執行機関および事務














と、3 カ国が明記した。第 2 に、連合体は連盟の弱体化や大陸間の齟齬を呼び
かねないと、10 カ国以上が指摘した。第 3 に、内部機関は全体会議のみで足り
るとし、事務局機能は連盟に委ねればよいとの意見が多かった57。 
連盟総会は 1930 年 9 月、この報告書を審議の上、27 カ国からなるヨーロッ
                                                     
54 R. Boyce, “Aristide Briand et quelques autres oubliés de l’entre-deux guerres”, dans Bariéty, op. cit., p. 
20. 
55 エリオ、前掲書、56-58 頁参照。 
56 "Mémorandum sur l’organisation d’un régime d’union fédérale européenne", reproduit dans Saint-John 
Perse, op. cit., pp. 583-627. 
57 Documents relating to the Organisation of a System of European Federal Union, LN doc. A.46. 1930.VII 
(1930), pp. 69-77. 
15戦間期における多国間主義にもとづく平和と安全の探求
パ連合調査委員会の設置を決定した。同委員会はブリアンを議長に作業を開始










3. 1930 年代の多国間主義――後継者レジェ 1933-1940 
ブリアン外相時代に仏外務省に根を張ったブリアン流（Briandism）の多国間主
義外交は、彼の死後もその命脈を保つには保った。その陣頭に立ったのはレジ













 1934 年 4 月にレジェ事務総長は駐仏ソ連大使に、ソ連の国際連盟加入が両国
の相互援助条約の前提だと伝え、さらに私案と断りつつ、東欧の地域的相互援
助協定とソ仏協定からなる具体案を提示した。この案を土台に、両国外相間の
                                                     
58 デレック・ヒーター（田中俊郎監訳）『統一ヨーロッパへの道』（岩波書店、1994 年）、210 頁。 
59 R. Challener, “The French Foreign Office: the Era of Philippe Berthelot”, in G. A. Craig and F. Gilbert, 
eds., The Diplomats 1919-1939, (Princeton UP, 1993), p. 67. 
60 Mertz, op. cit., p. 419. 
61 L. Radice, Prelude to Appeasement, (Columbia UP, 1981), p. 160. 


























仏ソは 1935 年 5 月 2 日、二国間相互援助条約65に署名した。本条約は、両国
がヨーロッパの一国から侵略の脅威または危険にさらされる場合、国際連盟規
約第 10 条を遵守するためにとるべき措置を相互に直ちに協議し（第 1 条）、ヨー
ロッパの一国から挑発されざる侵略を受けた場合、連盟規約第 15 条 7 項に該当
するなら、相互に直ちに救援および支援を与える（第 2 条）と定める。つまり、
連盟規約の枠内での相互援助を規定しており、連盟規約の文言に関する｢条文起
                                                     
63 以上の経緯は次の文献を参照。L. Radice, op. cit., pp. 27-94, 植田隆子｢東方ロカルノ案をめぐる
ソ連外交｣、『スラブ研究』22 号（1978 年）、88-100 頁、同、前掲書、198-217 頁。 
64 L. Radice, op. cit., p. vii. 
65 Treaty of Mutual Assistance between France and USSR, in E. Osmanczyk, The Encyclopedia of the 






1936 年 3 月 7 日、ドイツ軍が行動に出た。ラインラント占領である。これに
つきドイツ政府は、仏ソ相互援助条約がロカルノ条約を根本から破壊するため、
もはや後者はドイツを拘束しない、とラインラント協定締約国に通告した。 
 このラインラント再軍備を同協定第 4 条のいう非武装の明白な侵害とみなす
なら、直ちに行動することも可能だったが、仏・ベルギー両政府は翌日、連盟
事務総長に打電して緊急理事会を要請した。すなわち、連盟の判断の下に行動
する道を選択したのである。英仏伊白は 3 月 10 日からパリで会合した68。 
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和期第 2 部第 5 巻（昭和 11 年、対欧米・国際関係）、107-109 頁。 





























刊行の『遠征（Anabase）』は、英語（T. S. Eliot 訳）の他、4 カ国語の翻訳があった
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